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「お金のヒミツや仕組み」をより分かりやすく 

＜相続対策に影響有り！？「配偶者居住権」 

を優しく解説＞ 
 

 

2018年 7月 6日、「民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律」が成立し、相続関係に関する

法律が一部見直されました。 

 本改正における論点は多々ありますが、そのうち本コンテンツでは「配偶者居住権」をクローズアッ

プし、その概要についてご説明します。 

 

１．配偶者居住権とは？ 

配偶者居住権とは、ある人が亡くなり相続が発生した際に、亡くなった人の自宅建物に居住している

配偶者が亡くなるまで引き続き居住する家を確保できるようにすることと、居住権という考え方の導入

で相続税評価額の引き下げを行い配偶者が預貯金など今後の生活資金を多く確保できるようにする

ことを目的に制定されました。 

 

 この制度は新民法 1028条として、2021年の施行後に配偶者が亡くなった場合に適用される予定

です。 

 この適用要件としては、相続発生時に配偶者が亡くなった人の建物が対象であること、配偶者が

配偶者居住権を取得するためには遺贈（亡くなった人が配偶者に自宅建物を取得することを遺言で定

めており、それを事由に配偶者が自宅建物を取得すること）や遺産分割（他の相続人と亡くなった人の

遺産を分けること）によるものであること、配偶者居住権の譲渡は認められていないことが挙げられま

す。 

 

２．配偶者居住権が制定された背景 

例えば、亡くなった人の遺産が自宅（4,000万円）と銀行預金（6,000万円）の合計 1億円で、それを配

偶者と子 2人で分けることを考えてみましょう。 

 

 現行の民法で定められた法定相続割合は、配偶者が 2分の 1で、2人の子がそれぞれ 4分の 1

ずつ取得することになります。仮にこの割合で分割した場合、配偶者が自宅を取得すると銀行預金は

1,000万円しか取得できなくなるため、今後の生活費に不安が出てしまいます。一方で、銀行預金を

5,000万円取得した場合は住む家が無くなってしまいます。 

 

日税ＦＰメルマガ通信 

第３０９号 

号 

２０１９年２月２５日発行 

編集：税理士 FP実務研究会事務局 

㈱日税ビジネスサービス 

東京都新宿区西新宿 1-6-1 新宿ｴﾙﾀﾜｰ２９階 

 



- 2 - 

 そこで、配偶者に配偶者居住権が 2,000万円認められたことを想定してみましょう。 

 

 同じく法定相続割合で分割した場合、配偶者が取得する遺産は配偶者居住権 2,000万円と銀行預

金 3,000万円、子がそれぞれ取得する遺産は自宅の負担付所有権（居住する権利の無い所有権）

1,000万円と銀行預金 1,500万円となります。結果、配偶者は引き続き亡くなった人が遺した自宅に住

む権利と現行民法よりも多くの銀行預金を取得することができるのです。 

 

 遺産全体における不動産評価額の割合は高くなることが一般的であるため、現行の民法下では自

宅建物を取得すると他の遺産が取得できなくなることが往々にしてあるのです。特に亡くなった人の配

偶者は高齢であることが多く、特に人生 100年時代における今後の余生はますます長くなるケースが

多くなることが想定されることから、配偶者の住居と生活資金に一層の配慮が必要との見解から今回

の民法改正に至ったのです。 

 

３．相続税対策に影響は？ 

現状、配偶者居住権の評価方法は法制審議会民法（相続関係）部会が示している「簡易な評価方

法」で算出することになります。 

  具体的には自宅の現在価値から負担付所有権の価値を差し引いたものが配偶者居住権の価値と

なりますが、理論上は負担付所有権の分だけ配偶者が事実上取得する自宅の評価額を圧縮している

ため、その分節税できていると考えられます。 

 もっとも、多くの場合は 1億 6,000万円の配偶者控除の範囲内に納まると考えられ、現実は相続税の

発生そのものが限定的でしょう。 

 

 一方、配偶者居住権は配偶者一代限りで消滅しますので、子が配偶者居住権を相続することはなく

当然に相続税も発生しないと考えられています。言い換えると、当初の相続発生時に自宅を負担付所

有権として相続していた子は、配偶者の相続発生時に追加の相続税の負担無く負担付所有権が完全

所有権となるのです。 

 

 つまり、配偶者居住権の分だけ相続税評価額が圧縮されたことになり、相続税対策の一環として活

用することも可能と考えられます。 

 

４．まとめ 

配偶者居住権は、2021年までその算定方法や税金面の取り扱いなどの面で様々な施行細則など

が出てくると考えられます。 

 

 特に相続対策として有効に機能するかについては、今後出てくる指針などをよく考慮しておく必要が

あります。また、本件に限らず相続対策については税理士やファイナンシャルプランナーに相談しなが

ら進めることをお勧めします。 
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＜著者プロフィール＞ 

福田 猛 

ファイナンシャルスタンダード株式会社 代表取締役  

大手証券会社入社後、10年間、1,000人以上の資産運用コンサルティングを経験。2012年ＩＦ

Ａ法人であるファイナンシャルスタンダード株式会社を設立。独立系資産運用アドバイザーと

して数多くのセミナーを主催し、幅広い年齢層の顧客から支持を受け活躍中。 

著書に「金融機関が教えてくれない 本当に買うべき投資信託」（幻冬舎）がある。 

２０１５年楽天証券ＩＦＡサミットにて独立系ファイナンシャルアドバイザーで総合１位を受

賞。 

 

 

 

 

■■■■■ 著 作 権 な ど ■■■■■ 

著作権者の承諾なしにコンテンツを複製、他の電子メディアや印刷物などに再利用(転用)することは、

著作権法に触れる行為となります。また、メールマガジンにより専門的アドバイスまたはサービスを提

供するものではありません。貴社の事業に影響を及ぼす可能性のある一切の決定または行為を行う

前に必ず資格のある専門家のアドバイスを受ける必要があります。メールマガジンにより依拠すること

によりメールマガジンをお読み頂いている方々が被った損失について一切責任を負わないものとしま

す。 

  
参考 

経済金融情報メディア「F-Style」：https://fstandard.co.jp/column/ 

“F-Style”とは？ 

人々のくらしと密接に関わる「お金のヒミツや仕組み」を、より分かりやすくお伝えする経済金融メディ

アです。 

 

https://fstandard.co.jp/column/

